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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第22期
第１四半期
連結累計期間

第23期
第１四半期
連結累計期間

第22期

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

自 2021年10月１日
至 2022年９月30日

売上高 (千円) 10,678,014 4,936,915 29,767,431

経常利益又は経常損失(△) (千円) 582,786 △10,278 709,660

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益

又は親会社株主に帰属する

四半期純損失(△)

(千円) 388,148 △24,263 437,051

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 406,754 △16,729 462,709

純資産額 (千円) 5,482,017 5,413,006 5,537,971

総資産額 (千円) 18,353,021 13,481,108 13,468,183

１株当たり四半期(当期)純利益

又は１株当たり四半期純損失(△)
(円) 197.96 △12.37 222.90

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 197.63 ― 221.52

自己資本比率 (％) 29.1 39.0 40.0
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第23期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更

はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1) 経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間は、新型コロナウイルス感染症（以下、「感染症」という。）への対策が進み、社会

経済活動と感染防止対策の両立が図られてきましたが、2022年11月以降、感染症患者数は再び増加に転じました。

海外に目を向けても、ウクライナ・ロシア情勢も関係改善の兆しが見えず、政治情勢は依然として不安定であり、

経済事情もエネルギー価格の高騰によるインフレの進行等、不確実性が高い状況が続いております。

当社グループが属する医療業界は、感染症患者への治療や、感染予防対策に向けた社会的要請への対応負担はま

だまだ大きく、差し迫った感染症への対応を図りながら、地域ごとの適切な医療提供体制の再構築に向けて、医療

機関のあいだでの役割分担、統合・再編を含めた病床の転換を進めていくという二つの大きな課題に直面していま

す。

このような状況の中、当社グループの主要事業であるメディカルトータルソリューション事業は、医療機関の課

題を解決すべく、これまで全国で行ってきた販売活動により築き上げた情報網と経験を活かし、新築・移転、再

編・統合等に伴う医療機器の一括販売、大型医療機器を中心とした医療機器及び医療情報システム(電子カルテ等)

の販売活動を日本全国で展開しております。その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は4,936,915千円（前年

同期比 53.8％減）、営業損失は10,733千円（前年同四半期は営業利益529,648千円）、経常損失は10,278千円（前

年同四半期は経常利益582,786千円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は24,263千円（前年同四半期は親会社株

主に帰属する四半期純利益388,148千円）となりました。

 
セグメントごとの業績を示すと、次のとおりであります。

①　メディカルトータルソリューション事業

当事業は、前連結会計年度に続き、感染症による足元の受注環境に大きな変化はなく、感染症対策をしっかりと

行った上で積極的な営業活動を展開しております。前年の第１四半期連結累計期間が戦略的に受注した大型案件を

はじめとして12月に納期が集中していたのに対して、当連結会計年度は一年通期の営業活動が減少しているわけで

はありませんが、医療機器の一括販売案件の納期が2023年３月以降に増えてくることから、前年同期に比べると大

幅な減収となっております。これに対して販売管理費は前年同水準で推移しているため、減収効果による売上総利

益の減少と合わせて、営業損益は前年同期に比べて533,469千円減少いたしました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は4,650,813千円（前年同期比 55.3％減）、営業損失は

33,696千円（前年同四半期は営業利益499,772千円）となりました。

 
②　遠隔画像診断サービス事業

当事業は、従前と同様、質を重視した遠隔画像診断の提供、放射線診断専門医の安定的確保と専門性の高いノウ

ハウを武器に、導入医療機関及び取扱件数の増加を図り、安定した営業基盤を維持しております。一方で、専門医

の確保のためのコストが増加した結果、売上高増加となったものの経費も増加し、営業利益は前年同期に比べて

6,327千円減少いたしました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は180,441千円（前年同期比 4.7％増）、営業利益は20,532千

円(同 23.6％減)となりました。
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③　給食事業

当事業におきましては、新規受託施設の獲得及び既存受託施設への販売強化に注力しております。この結果、当

第１四半期連結会計年度は、売上高は前期を上回りましたが、材料費など売上原価の増加により、営業利益は前年

同期に比べて409千円減少いたしました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は105,660千円（前年同期比 4.7％増）、営業利益は1,896千

円（同 17.8％減）となりました。

 
(2) 財政状態の状況

① 資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて26,726千円増加し、12,259,013千円となりました。これは、現金及び

預金が649,077千円減少したものの、受取手形、売掛金及び契約資産が644,115千円、商品及び製品が29,554千円

増加したことなどによるものです。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて13,801千円減少し、1,222,094千円となりました。これは、投資その他

の資産が5,775千円増加したものの有形固定資産が12,501千円減少したことなどによるものです。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ12,925千円増加し、

13,481,108千円となりました。

 
② 負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べて217,163千円増加し、7,235,125千円となりました。これは、未払法人

税等が149,081千円、賞与引当金が105,876千円減少したものの、買掛金が348,567千円、その他の流動負債が

133,289千円増加したことなどによるものです。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて79,272千円減少し、832,976千円となりました。これは、退職給付に係

る負債が60,997千円、役員退職慰労引当金が17,937千円減少したことなどによるものです。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ137,890千円増加し、

8,068,102千円となりました。

 

③ 純資産

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて124,965千円減少し、5,413,066千円

となりました。これは、主に利益剰余金が122,299千円減少したことなどによるものです。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 7,000,000

計 7,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,960,800 1,960,800
東京証券取引所
 スタンダード市場

単元株式数は100株でありま
す。

計 1,960,800 1,960,800 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年12月31日 ― 1,960,800 ― 539,369 ― 441,369

 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2022年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ―
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,959,700
19,597 ―

単元未満株式 1,100 ― ―

発行済株式総数 1,960,800 ― ―

総株主の議決権 ― 19,597 ―
 

(注)「単元未満株式」には当社保有の自己株式 79株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

    2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱レオクラン

大阪府摂津市千里丘二丁目
４番26号

― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2022年10月１日から2022年

12月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2022年10月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,480,189 4,831,111

  受取手形、売掛金及び契約資産 4,360,414 ※  5,004,530

  商品及び製品 21,911 51,465

  原材料及び貯蔵品 2,342 2,109

  前渡金 2,317,938 2,308,135

  その他 50,230 62,420

  貸倒引当金 △739 △759

  流動資産合計 12,232,287 12,259,013

 固定資産   

  有形固定資産 362,644 350,142

  無形固定資産 84,516 77,440

  投資その他の資産 788,734 794,510

  固定資産合計 1,235,895 1,222,094

 資産合計 13,468,183 13,481,108
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 3,960,881 4,309,449

  1年内償還予定の社債 92,500 92,500

  未払法人税等 155,909 6,828

  契約負債 2,306,527 2,315,591

  賞与引当金 154,776 48,900

  役員賞与引当金 26,500 7,700

  その他 320,867 454,156

  流動負債合計 7,017,962 7,235,125

 固定負債   

  退職給付に係る負債 386,944 325,947

  役員退職慰労引当金 435,055 417,117

  その他 90,248 89,910

  固定負債合計 912,248 832,976

 負債合計 7,930,211 8,068,102

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 539,369 539,369

  資本剰余金 498,944 498,944

  利益剰余金 4,242,579 4,120,280

  自己株式 △166 △166

  株主資本合計 5,280,727 5,158,428

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 103,893 105,822

  その他の包括利益累計額合計 103,893 105,822

 非支配株主持分 153,351 148,755

 純資産合計 5,537,971 5,413,006

負債純資産合計 13,468,183 13,481,108
 

EDINET提出書類

株式会社レオクラン(E34455)

四半期報告書

 9/19



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2021年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年10月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 10,678,014 4,936,915

売上原価 9,594,212 4,368,548

売上総利益 1,083,801 568,367

販売費及び一般管理費 554,153 579,100

営業利益又は営業損失（△） 529,648 △10,733

営業外収益   

 受取利息 185 26

 保険解約返戻金 54,000 ―

 保険配当金 ― 400

 助成金収入 ― 712

 物品売却収入 ― 354

 その他 42 111

 営業外収益合計 54,228 1,605

営業外費用   

 支払利息 296 247

 支払保証料 167 134

 シンジケートローン手数料 499 499

 その他 126 268

 営業外費用合計 1,090 1,150

経常利益又は経常損失（△） 582,786 △10,278

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

582,786 △10,278

法人税、住民税及び事業税 148,905 3,720

法人税等調整額 22,440 4,661

法人税等合計 171,346 8,381

四半期純利益又は四半期純損失（△） 411,439 △18,659

非支配株主に帰属する四半期純利益 23,291 5,603

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

388,148 △24,263
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2021年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年10月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 411,439 △18,659

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △4,685 1,929

 その他の包括利益合計 △4,685 1,929

四半期包括利益 406,754 △16,729

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 383,463 △22,333

 非支配株主に係る四半期包括利益 23,291 5,603
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

 
当第１四半期連結累計期間

(自　2022年10月１日　至　2022年12月31日)

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用するこ

ととしております。尚、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　※ 四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

尚、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(2022年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

電子記録債権 ―千円 857千円
 

 
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。尚、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
至 2021年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年10月１日
至 2022年12月31日)

減価償却費 22,408千円 23,077千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2021年10月１日　至 2021年12月31日)

１ 配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年12月23日
定時株主総会

普通株式 78,428 40 2021年９月30日 2021年12月24日 利益剰余金
 

 
２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 
当第１四半期連結累計期間(自 2022年10月１日　至 2022年12月31日)

１ 配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年12月22日
定時株主総会

普通株式 98,036 50 2022年９月30日 2022年12月23日 利益剰余金
 

 
２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自 2021年10月１日 至 2021年12月31日)

 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上

額
(注)２

メディカル
トータルソ
リューション
事業

遠隔画像診断
サービス事業

給食事業

売上高       

外部顧客への売上高 10,404,813 172,301 100,900 10,678,014 ― 10,678,014

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 10,404,813 172,301 100,900 10,678,014 ― 10,678,014

セグメント利益 499,772 26,860 2,305 528,938 709 529,648
 

(注)１．セグメント利益の調整額 709千円は、セグメント間取引の消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自 2022年10月１日 至 2022年12月31日)

 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上

額
(注)２

メディカル
トータルソ
リューション
事業

遠隔画像診断
サービス事業

給食事業

売上高       

外部顧客への売上高 4,650,813 180,441 105,660 4,936,915 ― 4,936,915

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 4,650,813 180,441 105,660 4,936,915 ― 4,936,915

セグメント利益又は損失
（△）

△33,696 20,532 1,896 △11,268 534 △10,733
 

(注)１．セグメント利益又は損失（△）の調整額 534千円は、セグメント間取引の消去であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前第１四半期連結累計期間（自　2021年10月１日 至　2021年12月31日）

 
  (単位：千円)

 

 報告セグメント

合計メディカルトー
タルソリュー
ション事業

遠隔画像診断
サービス事業

給食事業

医療機器等 9,726,495 ― ― 9,726,495

保守・コンサル 673,502 ― ― 673,502

遠隔画像診断 ― 172,301 ― 172,301

給食 ― ― 100,900 100,900

顧客との契約から生じる収益 10,399,998 172,301 100,900 10,673,199

その他の収益 4,815 ― ― 4,815

外部顧客への売上高 10,404,813 172,301 100,900 10,678,014
 

(注)　その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号)に基づく賃貸収入等が含まれて

おります。

 
当第１四半期連結累計期間（自　2022年10月１日 至　2022年12月31日）

 
  (単位：千円)

 

 報告セグメント

合計メディカルトー
タルソリュー
ション事業

遠隔画像診断
サービス事業

給食事業

医療機器等 3,968,976 ― ― 3,968,976

保守・コンサル 677,021 ― ― 677,021

遠隔画像診断 ― 180,441 ― 180,441

給食 ― ― 105,660 105,660

顧客との契約から生じる収益 4,645,997 180,441 105,660 4,932,100

その他の収益 4,815 ― ― 4,815

外部顧客への売上高 4,650,813 180,441 105,660 4,936,915
 

(注)　その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号)に基づく賃貸収入等が含まれて

おります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
至 2021年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年10月１日
至 2022年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

197円96銭 △12円37銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に帰属
する四半期純損失(△)(千円)

388,148 △24,263

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益又は親
会社株主に帰属する四半期純損失（△）(千円)

388,148 △24,263

 普通株式の期中平均株式数(株) 1,960,721 1,960,721

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 197円63銭 ―

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

　普通株式増加数(株) 3,274 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年度
末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)　当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2023年２月10日
 

株式会社レオクラン

取締役会 御中
 

　

有限責任監査法人トーマツ

大阪事務所
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　　田  　 明  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中   田   信   之  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社レオク

ランの2022年10月１日から2023年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年

12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年10月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社レオクラン及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上
　

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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